
貸   借   対   照   表

２０２６年 ３月３１日 現在

(単位：円）

資     産     の     部  負 債 及 び 純 資 産 の 部

科        目 金      額 科        目 金      額

  流  動  資  産 (4,034,037,781)   負  債  の  部

現金及び預金 2,211,963,202   流  動  負  債 (586,408,172)

売    掛    金 564,482,927 買　　掛　　金 389,159,482

仕    掛    品 155,735,111 未払消費税等 24,634,845

原材料及び貯蔵品 1,040,338,709 未払法人税等 619,100

前  払  費  用 12,493,886 未　払　費　用 115,363,744

未  収  入  金 33,849,740 預　　り　　金 1,731,001

未収法人税等 677,027 賞 与 引 当 金 54,900,000

その他の流動資産 14,497,179

  固  定  負  債 (247,871,035)

  固  定  資  産 退職給付引当金 247,871,035

  有形固定資産 (981,281,862)

(616,373,297) 負債合計 834,279,207

建          物 27,322,285

構    築    物 6,856,696

機械及び装置 513,813,834   純 資 産 の 部

車 輌 運 搬 具 3,659,525   株 主 資 本

工具器具及び備品 29,247,968   資 本 金 (100,000,000)

建 設 仮 勘 定 35,472,989 資    本    金 100,000,000

  無形固定資産   資本剰余金 (400,000,000)

(9,475,642) 資本準備金 350,000,000

電 話 加 入 権 432,000 その他資本剰余金 50,000,000

施 設 利 用 権 894,758   利益剰余金 (3,681,040,436)

ソフトウェア 8,148,884 その他利益剰余金 38,794,911

  投資その他の資産 繰越利益剰余金 3,642,245,525

(355,432,923)

子 会 社 株 式 460,000 純資産合計 4,181,040,436

長 期 貸 付 金 3,782,530

長期前払費用 9,580,008

繰延税金資産 341,600,385

その他の投資等 10,000

資 産 合 計 5,015,319,643 負債及び純資産合計 5,015,319,643



Ⅰ.重要な会計方針

１． 棚卸資産の評価方法
総平均法による原価法によっております。なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定しております。

２． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産をのぞく）

定率法によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物
附属設備を除く）並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築
物については、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 7年～25年
機械装置及び車輌運搬具 4年～9年
工具器具及び備品 3年～20年

(2) 無形固定資産（リース資産をのぞく）
定額法によっております。またソフトウェアは利用可能期間を５年とし、定額法
により償却しております。

(3) リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取決めがある
場合は、当該残価補償額）とする定額法を採用しております。なお、所有権移転外
ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年３月３１日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

(4) 長期前払費用
定額法によっております。

３． 引当金の計上基準
(1) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与に充てるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の
負担額を計上しております。

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上し
ております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
   属させる方法については、期間定額基準によっております。
② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
   数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一
   定の年数(５年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度
   から費用処理しております。
   過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
   (５年)による均等額を費用処理しております。

４． その他の計算書類作成のための基本となる事項
(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として
処理しております。

(2) 消費税等の会計処理は、税抜き経理方式によっております。

Ⅱ．表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成３０年２月
１６日）を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の
区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。

個   別   注   記   表



Ⅲ．貸借対照表に関する事項

１． 関係会社に対する金銭債権、債務
短期金銭債権   562,964,539円
短期金銭債務    13,886,222円

２． 有形固定資産の減価償却累計額 2,344,768,910円

Ⅳ．損益計算書に関する事項

親会社との取引高
売上高 6,037,612,965円
仕入高   152,177,893円
営業取引以外の取引高     6,636,026円

Ⅴ.株主資本等変動計算書に関する事項

発行済株式の種類及び総数に関する事項

Ⅵ．税効果会計に関する事項

繰延税金資産及び繰延金負債の発生の主な原因別の内訳
（投資その他の資産）
繰延税金資産

仮装経理による更生税額   189,850,745円
退職給付引当金    87,027,520円
棚卸資産評価損    42,069,725円
賞与引当金    19,275,390円
（その他）     3,377,005円
繰延税金資産　合計   341,600,385円

Ⅶ．関連当事者との取引に関する事項

会社等 事業の内容 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

の名称

日東工器 迅速流体継手・

株式会社 リニア駆動ポンプ・ 製品の売上 売掛金

機械工具・建築機器

東北 機械工具・

日東工器 建築機器 部品の売上 売掛金

株式会社

白河工場

東北 機械工具

日東工器 部品の売上 売掛金

株式会社
ﾒﾄﾞﾃｯｸ工場

Ⅷ．1株当り情報に関する事項

1株当り純資産額  464,560円05銭
1株当り当期純利益    7,860円84銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する事項
　 該当する事象は、ありません。

6,037,612,965円 562,964,539円

919,092円 177,771円

8,684,940円 1,340,617円

普通株式 9,000 － － 9,000
合   計 9,000 － － 9,000

（単位：株）
発行済み株式 前期末株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当期末株式数




